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ESGプロダクトに該当する国内公募投信に係るモニタリング状況 

三井住友DSアセットマネジメント(以下、「当社」)は、ESGプロダクトに該当する国内公募投信に係るモニタリングにつ
いて、以下の２点を継続的に実施しています。 

１. ESGプロダクトに分類する上での、サステナブルプロダクト認定基準自体の妥当性検証

ESG投資に係る国内外の法規制やESG関連商品に対する顧客ニーズの動向等に照らして適切な内容であることを
年次で社内会議(スチュワードシップ会議/ESG会議)にて確認し、必要と判断した場合は改定を行います。 

２. 個別プロダクトの認定判断ポイントとなる運用手法についての妥当性検証

（１）自社運用の場合

社内会議（サステナブルプロダクト認定部会)が、認定判断の基礎となる資料の整備状況を確認する業務フローモニタ
リングに加え、必要に応じて、個別プロダクトに即したモニタリング項目を設定し、モニタリングを実施しています。

また、各ファンドの月次レポートにて下記の情報開示を実施し、お客さまにESGプロダクトの特性をわかりやすく伝えるよ
う努めています。 

ESGプロダクトに該当する国内公募投信 モニタリング項目

三井住友・日本株式ＥＳＧファンド 組入上位銘柄のESG評価軸上の位置 

グローバルＧＸ関連株式ファンド 投資テーマ別構成比率 

アジアＧＸ関連株式ファンド 投資テーマ別構成比率 

モニタリングの結果は、社内会議(スチュワードシップ会議/ESG会議)にて定期的に報告し、ESGプロダクトの妥当性の
検証を行います。

2024年7月から2025年6月の期間において、ESGプロダクト認定の変更、並びに、個別プロダクトの運用手法変更
が必要となる事案はありませんでした。 

引き続き、ESGプロダクトの品質維持や向上に向けた取り組みに注力します。 



 

 

（2）外部運用の場合 

当社が提供する外部委託運用商品においては、年次デューデリジェンスの一環として、外部委託先のESGへの取組方
針、PRIへの署名や各国スチュワードシップ・コードの受け入れ状況、ESGを実践するための体制、運用プロセスへの適
用方法等複数のESGに関する項目についてRFP(Request for Proposal、提案依頼書)で確認を行い、社内会
議(運用委託先管理会議)にて年に一度妥当性の検証を行います。2024年3月時点で妥当性に問題があるプロダク
トはありませんでした。 

また、ESGプロダクトに該当する国内公募投信に関しては、ESG考慮を含めた運用プロセス、銘柄選別における基
準、数値基準が定められている場合にはその数値等目論見書に記載している項目について定期的に確認を行い、必
要に応じ運用報告書等に記載する等情報開示を実施し、お客さまにESGプロダクトの特性をわかりやすく伝えるよう努
めています。 

ESGプロダクトに該当する国内公募投信 モニタリング項目 

イノベーティブ・カーボンニュートラル戦略ファンド  ESG考慮、銘柄選別基準など 

クライメート・ソリューション・ファンド  ESG考慮、銘柄選別基準など 

グローバルEV関連株ファンド ESG考慮、銘柄選別基準など 

グローバルＳＤＧｓ株式ファンド  SDGs目標別構成比率 

世界インパクト投資ファンド 投資テーマ別構成比率 

 

以上 

 



 

 

 

 
重要な注意事項 

 当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命
保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘するものではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 
 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績および将来の予想であり、今

後の市場環境等を保証するものではありません。 
 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの

ではありません。 
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者お

よび許諾者に帰属します。 
 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 
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